
（市町村調査用） （様式１－１）
 都道府県・市町村　森林環境税関係者限り

うち国産材
(m3)

29386 奈良県 御杖村 ⑦ その他
（森林整備）

施業放置林整
備マネー
ジャー事業

514 514

　地域をよく知る者を「マネージャー」
として選任し、森林所有者を特定し、施
業放置林解消に向け伐採箇所の選定や普
及活動を実施
※257,000円/人

協定締結面積
(間伐):102.24㏊

29386 奈良県 御杖村 ③ 私有林整
備

間伐促進事業 2,401 2,401

　村内に住所を有する森林所有者や林業
者及び林業事業体が、森林所有者からの
委託を受けて直接間伐を実施する際に補
助
※20,000円/㏊

128.19

29386 奈良県 御杖村
⑭ 木質バイ
オマス利用推
進

木質バイオマ
スエネルギー
への供給促進
事業

65 64 1

　村内に住所を有する森林所有者や林業
者及び林業事業体が、奈良県森林組合連
合会へバイオマス用原木として出荷する
者への補助
※3,000円/㌧

出荷量：21.59㌧

29386 奈良県 御杖村
⑰ 基金積立
（森林整備
等）

森林環境整備
基金

18,347 18,347

　県森林環境税の施業放置林整備事業が
R2年度で終了するため、今後も継続して
本事業が実施できるよう森林環境譲与税
の未執行額分等を基金に積み立てる

＜記載に当たっての留意事項＞
(1)団体コードは、別紙１「団体コード」に記載の6桁のコードを記載してください。（ゼロで始まるコードもゼロを記載し、必ず6桁で記載ください）
(4)事業区分は、別紙２を参考に取組内容をプルダウンより選択してください。
(5)事業名は、市町村予算上の事業名を記載してください。
　　同一事業が複数の事業区分にまたがる場合は、事業区分毎に同一事業名を記載してください。

(6)事業総額は、自治体の負担額を記載してください。
　　(A)「うち令和２年度の森林環境譲与税」には、森林環境譲与税の充当額を記載してください。
　　(B)「うち基金取崩額」欄には、令和元年度に積み立てた基金から取り崩した額を記載してください。
　　(C)「うち他の財源」欄には、森林環境譲与税以外の一般財源等の充当額を記載してください。

(7)事業内容は、「森林整備及びその促進に関する費用」ということがわかるように、可能な限り具体的に記載してください。
　　基金積立については、目的や使途について具体的に記載してください。

(10)実績は、事業毎に必ず記載してください。
　　該当する欄がない場合は、「その他の実績値」の欄に記載し、実績が複数ある場合は、「その他の実績値」のセルを結合させて、実績値を全て記載してください。

(11)税導入の効果は、【ワンフレーズ】には、税導入の効果が端的に分かるよう、数字を交えて、効果の概要を記載してください。
　　【詳細】には、税を活用すべき課題や背景、税の活用方針、実績を踏まえた税導入前後における効果、次年度以降を見据えた予定（基金積立の目的等）を国民の理解が得られるよう、可能な限り具体的に記載してください。

森林環境譲与税に関する市町村の令和２年度の決算状況調査（調査表）

(1)団体
コード

(2)都
道府県

名

(3)市
町村名

(4)事業区分 (5)事業名

(6)事業総額（千円）

(7)事業内容

(8)針広混
交林化、広
葉樹林化に
関係する事
業は「〇」

を選択

(9)自治体
間連携に関
係する事業
は「〇」を

選択

(10)実績

(11)税導入の効果
(A)+(B)+(C)

(A)うち令和
２年度の森
林環境譲与
税（千円）

(B)うち基金
取崩額（千

円）

(C)うち他
の財源（千

円）

森林整備関係 人材育成・担い手確保対策 普及啓発（イベント等）

（キ）
その他（作業種、実

績値を記載）

事業体数

（ス）
その他

（ア）森林
経営管理法
に基づく経
営管理意向
調査実施面

積(ha)

間伐等実施面積 路網整備

（ク）
その他

（ケ）
事業体等への助成

（イ）
間伐
（ha)

（ウ）
除伐
（ha)

（エ）
その他（作業種、実

績値を記載）

　（オ）
林道・林業
専用道の開
設延長(m)

　（カ）
森林作業道
の開設延長

(m)

【ワンフレーズ】
　間伐促進事業や木質バイオマス供給促
進事業の実施により、村内の森林所有者
や林業者又は林業事業者が村の林業事業
に再度目を向けてくれるきっかけになっ
たのではないかと思う。

【詳細】
　本村は総面積のうち88％が山林である
が、木材価格の低迷、長期にわたる林業
の採算性の低下や林業労働者の確保難な
どで森林所有者の森林経営意欲が減退し
てきていることから、間伐等の森林整備
の立ち遅れが問題となっている。
　環境譲与税を活用し、様々な事業を実
施することで少しでも森林整備に目を向
けてもらいたい。
　また、県森林環境税が財源となってい
る施業放置林事業も令和2年度で終了とな
るため、今後は森林環境譲与税を活用し
本事業を継続して行くためにも基金を積
み立てた。

（セ）
公共施設等の木材利用

（ソ）
その他

公共施設等の木材利用

支援対象者
数（人）

回数
（回）

参加者
数

（人）

 回数
（回）

参加者・体
験者数
（人）

（タ）
その他

（コ）
研修、講習、求
人イベント等

（サ）
その他

（シ）
研修や普及啓発イベ

ント等

木材使用量(m3)

施設数

★適宜行を追加してください。

★「税導入の効果」欄は市町村ごとに一つのセルに結合してください。

★列の追加等は行わないでください。


